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学童クラブ運営業務の委託化について 

 

１ 委託の検討状況 

令和 3 年 3 月に策定された「きたひろ未来創造ビジョン２０２１（北広島市行財政改革指

針）」において、「学童クラブ事業については、市民サービスの向上につながる質の高い行政

経営の実現に向けた効率的な行政サービスの提供の一環として、委託化を含めた事業運営方

法の抜本的な見直しに向けた検討を行うこと。」が盛り込まれた。 

 

（１）学童クラブの質と効率性を向上させるポイント 

 ①良質なサービスの提供 

 ②安定的な運営  

 ③効率的な行政サービス   

 

（２）調査・研究 

 ①民間事業者への調査（令和 2年 7月 2日～令和 4年 4月 8日） 

  道内で学童クラブの運営を受託している複数の事業者に、支援プログラムや ICT の内容、

直営時の支援員の雇用受入れや待遇などについて確認 計 16 回実施 

②委託化導入済みの自治体への調査 

 委託化までの手順、支援員の残留率、委託後の状況（児童や保護者等の意見）に 

ついて確認 

 

（３）関係者等への説明状況 

①パブリックコメント（令和 4年 1月 4日～2月 2日） 

 4 名 14 件の意見 

 ②保護者説明会（令和 4年 2月 2日～2月 15 日） 

  市内 6か所 12 名の出席  

 ③子ども・子育て会議（令和 3年 12月 15 日、令和 4年 2月 24 日） 

  委託化の検討状況について説明し意見聴取 

 ④学童クラブ支援員への説明会（令和 3年 8月 17 日～9月 22 日、令和 4年 6月 7日～15 日） 

  全学童クラブ 12 か所計 29 回 延べ 153 名の参加 

 ⑤議会への説明 

令和 3年 12 月及び令和 4年 3月の民生常任委員会で、検討状況及び市民意見の 

聴取結果を報告 

 

（４）委託化への主な意見 

・保育の質を向上してほしい 

・児童にとって環境が激変しないよう、現行の支援員には残ってほしい 

・賃金水準など現行の労働環境を維持してほしい 

資料１ 
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２ 委託と直営（現状）との比較 

項目 直営（現状） 委託 委託の効果 

良
質
な
サ
ー
ビ
ス
の
提
供 

保育内容 

市が蓄積してきた 

学び・遊びの児童支

援を実践 

学童クラブ間での

オンライン交流・タ

ブレット端末によ

る学習支援等 

○ 

新たな独自 

支援が付加 

情報伝達 

お知らせ等は紙配布

が基本 

学童クラブ閉鎖時等

は緊急時メール配信

サービス利用 

児童の登園状況の

リアルタイムでの

把握、独自のメール

配信サービス 

〇 

速やかな伝達 

苦情等の対応 担当課で対応 
受託者で対応 

市との連携が必要 
現行水準確保 

保育の正確性 

（事故防止、アレ

ルギー対応） 

マニュアル・ 

保育担当者の指導等 

マニュアル・ 

市からの指導及び

情報提供 

現行水準確保 

安
定
的
な
運
営
体
制
・
効
率
的
な
行
政
サ
ー
ビ
ス 

人材確保 
募集しても希望者が

少なく困難な状況 

人材確保のネット

ワークによる確保 

〇 

安定的に確保 

労務管理 
紙の出勤簿を各学童

クラブで原本管理 

ICT化によるリアル

タイムでの出勤簿

管理 

〇 

出欠確認等 

照会不要 

業務の効率化 

紙の出席簿のため 

賃金計算時に毎月 

収集し、出勤状況の

確認作業を要する 

ICT化により出勤日

数や勤務時間数の

計算不要 

(運営委託に清掃含む)  

〇 

業務減少 

費用分担 
運営費用、設備管理

費用等全て市が負担 

主に運営費用を受

託者が負担、設備管

理費用を市が負担 

現行水準確保 

支
援
員
へ
の
処
遇 

労働条件 

会計年度任用職員の

賃金水準、労働時間

等の制限 

現行支援員の雇用

受入れに配慮 

仕様書により現行

賃金水準を確保 

多様な働き方が可能 

○ 

多様な働き方

の可能性 

研修等の充実 内部研修・外部研修 
内部研修・外部研修 

（委託費用に計上） 

〇 

専門性の高い

研修 
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３ 委託化による効果 

① 市の学習プログラムと民間事業者が持つ独自の遊びや学びのプログラムとの 

融合により保育の質の向上が期待できる。 

② 民間事業者独自の人材確保のネットワークにより、支援員の補充等が効率的に 

行われ、安定的な運営が可能となる。 

③ 登園管理や労務管理等の ICT 化により業務が効率化され、児童の支援以外の 

業務負担を軽減することができるため、児童の支援に集中できる。 

 

４ 委託化による現行との変更点 

今回の委託は、運営方式を直営から委託に変更するものであり、事業自体は今までどおり

市が実施する。支援員が市の有期職員である会計年度任用職員から受託事業者の所属となる

点が主な変更点である。 

 

５ 児童センターとの一体的な運営委託 

市内 3か所の児童センターは既に運営委託を導入しており、令和 4年度は 5年契約の最終

年となる。学童クラブ及び児童センターの一体的な運営委託により、支援員にとっては相互

交流によるスキルの向上や相互勤務による弾力的な働き方が可能となる効果が見込まれる。 

民間事業者への調査でも、既に他の自治体と一体的な運営委託の契約実績があり、労務管

理等を集約することでより効率的な運営が可能とのことである。 

 

６ 費用面について 

 運営委託費は年間約 3 億円となり、令和 4 年度予算と比較して処遇改善分を考慮すると、

ほぼ同水準となる。 

 

７ 検討結果 

学童クラブに通う児童への支援については、市が蓄積してきた支援内容に民間事業者が持

つ独自の支援プログラムが付加されることにより、保育の質の向上が図られる。 

 また、民間事業者の持つ人材確保のネットワークにより安定的な運営となり、かつ ICT を

活用した登園管理・労務管理等による効率化に伴い運営全体についての質の向上につながる

ことから、令和 5 年度から児童センターと一体での運営委託化を実施することとしたく、補

正予算を計上する。（債務負担行為を設定） 

 受託事業者には高度な技術力、企画力等が要求されるため、公募型プロポーザル方式によ

り選定する。保護者及び支援員から要望のあった現行支援員への雇用の配慮については選考

時の条件とし、現行賃金水準を確保するよう仕様書に記載する。なお、初回運営委託につい

ては令和 5年度から 7年度までの 3年間とする。 
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８ 今後のスケジュール予定 

令和 4年 7月上旬    公募型プロポーザル方式による提案書募集の告示 

令和 4年 9月下旬     業者決定 

令和 4年 10 月上旬    契約締結（予定） 

令和 4年 10 月上旬    引継期間 

～令和 5年 3月 31 日 

令和 5年 4月 1日    運営業務委託開始 


